
（単位：千円）

11,128,736 13,642,102

現 金 及 び 預 金 785,080 2,943,406

受 取 手 形 42,827 160,000

売 掛 金 6,467,001 4,626,190

リ ー ス 債 権 17,734 321,336

商 品 4,135 2,310,458

販 売 用 不 動 産 2,271,960 1,067,018

貯 蔵 品 24,009 538,732

未 収 入 金 708,040 480,230

前 払 費 用 358,957 272,221

短 期 貸 付 金 33,681 355,803

繰 延 税 金 資 産 163,521 259

そ の 他 253,568 257,733

貸 倒 引 当 金 △1,782 308,711

9,521,322

固　　定　　資　　産 43,035,898 240,000

有形固定資産 36,964,818 979,991

建 物 14,457,759 1,776

構 築 物 629,979 1,660,071

機 械 装 置 1,233,259 2,727,309

車 両 運 搬 具 18,027 1,110,155

工 具 器 具 備 品 323,937 1,854,992

土 地 18,040,098 947,026

リ ー ス 資 産 2,100,123 23,163,425

建 設 仮 勘 定 161,632

無形固定資産 308,728 30,342,306

電 話 加 入 権 12,564 2,846,000

ソ フ ト ウ エ ア 294,083 6,579,040

そ の 他 2,080 6,513,866

65,174

投資その他の資産 5,762,351 20,917,265

 投 資 有 価 証 券 1,743,629 465,237

関 係 会 社 株 式 2,238,191 20,452,027

長 期 貸 付 金 100,110  7,693,150

長 期 前 払 費 用 4,302 5,701,314

敷 金 及 び 保 証 金 1,419,761 387,683

生 命 保 険 積 立 金 139,528 6,669,878

そ の 他 146,892 評価・換算差額等 658,903

貸 倒 引 当 金 △30,064 その他有価証券評価差額金 658,903

31,001,210

54,164,635 54,164,635

資 産 除 去 債 務

長 期 預 り 保 証 金

長 期 未 払 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

リ ー ス 債 務

資 産 圧 縮 積 立 金

純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債 ・ 純資産合計

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金

株　　主　　資　　本

資 本 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

固　　定　　負　　債

長 期 借 入 金

未 払 消 費 税 等

1年内返済予定の長期借入金

前 受 金

前 受 収 益

預 り 金

社 債

金　　　　　額

流　　動　　資　　産 流　　動　　負　　債

科　　　　　目

1 年 内 償 還 予 定 の 社 債

買 掛 金

金　　　　　額 科　　　　　目

賞 与 引 当 金

リ ー ス 債 務

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

ＳＢＳロジコム株式会社

　貸　借　対　照　表　
(平成28年12月31日現在）

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

未 払 法 人 税 等

繰 越 利 益 剰 余 金

負　債　合　計

純　資　産　の　部
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（単位：千円）

56,531,716

48,367,775

8,163,940

3,136,695

5,027,245

49

30,620

39,658 70,329

123,621

17,971 141,592

4,955,982

57,243

7,917 65,161

2,114

14,412

265

8,513

1,258,772

8,131 1,292,210

3,728,933

2,158,892

△497,039 1,661,853

2,067,079

支 払 利 息

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

減 損 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損

経 常 利 益

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

そ の 他

営 業 外 費 用

そ の 他

売 上 高

売 上 原 価

　損　　益　　計　　算　　書　
平成28年  1月  1日から

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

ＳＢＳロジコム株式会社

当 期 純 利 益

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

平成28年12月31日まで

科　　　　　　　　　　　　　　　目 金 　　　　　　　　　　　　　　　額

そ の 他

営 業 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損
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（単位：千円）

別　途
積立金

特別償却
準 備 金

資産圧縮
積 立 金

資産圧縮
特別勘定積

立金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高　　　　　 2,846,000 6,513,866 65,174 6,579,040 465,237 7,693,150 461,294 4,654,596 1,612,218 5,507,978 20,394,475 29,819,516

当期変動額

特別償却準備金の積立 33,849 △33,849 　　　－ 　　　－

特別償却準備金の取崩 △107,460 107,460 　　　－ 　　　－

資産圧縮積立金の積立 1,734,598 △1,734,598 　　　－ 　　　－

資産圧縮積立金の取崩 △687,879 687,879 　　　－ 　　　－

資産圧縮特別勘定積立金
の取崩

△1,612,218 1,612,218 　　　－ 　　　－

剰余金の配当 △1,544,290 △1,544,290 △1,544,290

当期純利益 2,067,079 2,067,079 2,067,079

株主資本以外の項目の当
期中の変動額(純額)

当期中の変動額合計 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－ △73,611 1,046,718 △1,612,218 1,161,900 522,789 522,789

当期末残高　　　　 2,846,000 6,513,866 65,174 6,579,040 465,237 7,693,150 387,683 5,701,314 0 6,669,878 20,917,265 30,342,306

当期首残高　　　　　　 626,026 626,026 30,445,542

当期変動額

特別償却準備金の積立 　　　－

特別償却準備金の取崩 　　　－

資産圧縮積立金の積立 　　　－

資産圧縮積立金の取崩 　　　－

資産圧縮特別勘定積立金
の取崩

　　　－

剰余金の配当 △1,544,290

当期純利益 2,067,079

株主資本以外の項目の当
期中の変動額(純額)

32,877 32,877 32,877

当期中の変動額合計 32,877 32,877 555,667

当期末残高　　 658,903 658,903 31,001,210

ＳＢＳロジコム株式会社

　株主資本等変動計算書　
平成28年  1月  1日から

平成28年12月31日まで

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合　　計資本準備金

そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価
差額金

評価・換算
差額等合計
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個別注記表

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

 ① 関係会社株式 移動平均法による原価法によっております。

②

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

移動平均法による原価法によっております。

(2)

① 先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)によっております。

② 販売用不動産 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)によっております。

② 先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)によっております。

(3)固定資産の減価償却の方法

①

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）ならびに、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２～50年

機械装置 ２～17年

車両及び運搬具 ２～７年

工具器具備品 ２～20年

②

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

③

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は当該残価

保証額）とする定額法によっております。

(4)引当金の計上基準

① 売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につきましては個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。

② 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の経過期間対応額を計上し

ております。

③ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（７年）による定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

その他有価証券

･ 時価のあるもの

･ 時価のないもの

たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

貯蔵品

有形固定資産（リース資産を除く）

無形固定資産（リース資産を除く）

リース資産

貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金
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(5)消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式により処理しております。

(6)連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

３．会計方針の変更に関する注記

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

４．貸借対照表に関する注記

(1)　① 担保に供している資産及び担保に係る債務

千円

　② 差入保証金の代用として差入れている資産は次のとおりであります。

(2) 千円

有形固定資産の減価償却累計額は、減損損失累計額を含んで表示しております。

(3) 千円

(4)

５．

第32号 平成28年6月17日）を当事業年度より適用し、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る

減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

構築物 1,540 千円

　担保に供している資産 建物 168,894 千円

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告

土地 1,813,484 千円

計 1,983,919 千円

　担保に係る債務の金額 １年内返済社債 160,000 千円

社債 240,000

計 400,000 千円

投資有価証券 10,034 千円

有形固定資産の減価償却累計額 18,698,465

受取手形裏書譲渡額 12,965

関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 246,902 千円

短期金銭債務 6,498,595 千円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引

・営業取引

売上高 1,032,329 千円

売上原価 2,451,043 千円

販売費及び一般管理費 1,246,583 千円

・営業取引以外の取引高

営業外収益 2,076 千円

営業外費用 45,946 千円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記

(1)

(2)

該当事項はありません。

(3)

①

②

(4)

該当事項はありません。

発行済株式の数に関する事項

株式の種類 当期首の株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末の株式数

普通株式 28,078,002株 － － 28,078,002株

自己株式の数に関する事項

剰余金の配当に関する事項

当事業年度中に行った剰余金の配当

平成28年3月23日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

配当金の総額 1,544,290 千円

１株当たり配当額 55.0 　円

基準日 平成27年12月31日

効力発生日 平成28年3月24日

基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成29年3月24日開催の定時株主総会決議において次のとおり付議いたします。

配当金の総額 2,133,928 千円

１株当たり配当額 76.0 円

基準日 平成28年12月31日

効力発生日 平成29年3月27日

当期末日における新株予約権に関する事項
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７．

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の主な内訳

　

　

　

資産除去債務 328,692

資産除去債務 257,655

税効果会計に関する注記

（流動の部）

繰延税金資産

未払事業税 89,657 千円

未払事業所税 2,066

賞与引当金 95,268

共済会剰余金 13,573

その他 302

繰延税金資産合計 201,418

貸倒引当金 549

繰延税金負債

特別償却準備金 37,896

繰延税金負債合計 37,896

繰延税金資産の純額 163,521

（固定の部）

繰延税金資産

一括償却資産 9,043

退職給付引当金 835,902 千円

減価償却超過額 54,923

減損損失 719,816

関係会社株式評価損 553,911

貸倒引当金 9,205

投資有価証券評価損 50,845

その他 19,902

　繰延税金資産小計 2,582,244

評価性引当額 △1,308,283

繰延税金資産合計 1,273,961

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 220,326 千円

土地圧縮積立金 1,794,583

建物圧縮積立金 722,328

特別償却準備金 134,052

圧縮特別勘定

その他 6

繰延税金負債合計 3,128,953

繰延税金負債の純額 1,854,992
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８．金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

当社は、ＳＢＳグループで資金管理を行うＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）に参加しており、

資金の預入及び借入を行っております。資金運用については原則行わず、政策的な投資に限定し、資金

調達についてはＣＭＳ又は銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従いリスク低減を図っております。

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

(2)金融商品の時価等に関する事項

平成28年12月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通り

であります。

（単位：千円）

売掛金

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

買掛金 ( ) ( )

短期借入金 ( ) ( )

長期借入金 ( ) ( )

（*）負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

① 売掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

② 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価については、株式等は取引所の価格等によっております。

③ 買掛金及、並びに　④ 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑤ 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。また、変動金利による長期借入金については、時価は帳簿価額に等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。

また、1年内返済長期借入金については、長期借入金に含んで記載しております。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額 97,818千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「② 有価証券及び投資有価証

券」には含めておりません。

貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

① 6,467,001 6,467,001 ―

② ―

1,645,810 1,645,810

③ 2,943,406 2,943,406 ―

④ 4,626,190 4,626,190 ―

⑤ 1,301,327 1,341,761 40,433

－8 －
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(1)賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都その他の地域において、主に賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）を有しております。

(2)賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：千円）

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

（注2）時価の算定方法

主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であり、その他の物件

については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて合理的に調整した

金額によっております。

10．

(1)

取引条件および取引条件の決定方針

（注１） 経営指導料は業務内容を勘案し、両者協議の上、決定しております。

（注２） 当社は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入しており、ＣＭＳ取引の実態を

明瞭に開示するために、取引金額は純額表示しております。なお、利率については、市場金利を

勘案して合理的に決定しております。

（注３） 施設使用料は市場価格を勘案し、使用面積に基づき両者協議の上、決定しております。

（注４） 業務委託費はそれに係る人件費等必要経費を勘案し、協議の上契約しております。

(2)

取引条件および取引条件の決定方針

（注１） リース料は市場価額等を勘案し、個別に見積もりを取り付け、一般的取引条件と同様に決定しており

ます。

賃貸等不動産に関する注記

貸借対照表計上額 時　価

11,157,408 22,087,051

関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有(被
所有)割合

(%)

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社 ＳＢＳ
ホール
ディング
ス㈱

被所有
直接100%

兼任3人 経営指導 経営指導料の
支払（注1） 928,032 ― ―

連結納税に係
る個別帰属額 1,450,333 未払金 1,450,333

資金の借入
（注2） △ 429,737 短期借入金 4,626,190

施設使用料の
支払（注3） 61,889 ― ―

業務委託費の
支払（注4） 259,032 ― ―

上記金額のうち、取引金額には消費税を含まず、期末残高には消費税を含んでおります。

兄弟会社等

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有(被
所有)割合

(%)

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社の
子会社

ＳＢＳ
ファイナ
ンス㈱

無 無 リースによ
る車輌・工
具器具備品
購入

リースによる
車輌・工具器
具備品購入
（注1）

648,122

リース債務
(流動)

408,358

リース債務
(固定)

1,603,873

上記金額のうち、取引金額には消費税を含まず、期末残高には消費税を含んでおります。
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11．

(1) 円 11 銭

(2) 円 61 銭

12．

該当事項はありません。

73

重要な後発事象に関する注記

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,104

１株当たり当期純利益

－10 －


